

















































































 2013 年３月９日 立教大学（ビジネスクリエーター研究学会第 10 回大会） 
 当日は，１次報告を経て選出された５チームによる発表がコンペ形式で行われた。県立
浦和図書館からは，ビジネス支援担当の小西美穂主任司書と筆者が審査に参加した。この
コンペは，例年学会プログラムの一部として設定されているため，会場には院生以外の学
会参加者も見られた。 
 報告は，いずれもメッセージの可視化にすぐれ，想定以上に実現可能性の高いものが多
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かった。実行に落とし込む際の計画に飛躍があれば，時に会場から切り込まれる場面もあ
り，ビジネススクールならではのより実務的な判断がされているように思われた。イメー
ジモデルに，六本木ライブラリーや武雄市の図書館，カフェが採られていることから，運
営のエッセンスに民間センスを求めていることは推測されたが，民間活力導入のような全
般的な運営構造の変革を求める提案はなかった。 
 チームの多くが，司書の調査能力を図書館の有用リソースととらえ，レファレンス展開
が中心のトピックとなった。日本ではなかなか一般に定着しないとされる「レファレンス」
の語と概念，それが図書館界以外の学会の場で，参加者に共有され語られた。図書館員に
はうれしい驚きと感慨の時間であった。 
 
５．課題はどのように受け止められ，解決されたか？ 
 前述の図書館側が設定した５つの「課題」に対して，どのような解決のヒントが提示
されていたかを当日の報告，及びその他４チームのプレゼン資料を通して下記にまとめ
てみた。 
① 「マーケティング（潜在利用者の開拓）」に対して 
 図書館の想定メインターゲットである「都内通勤の会社員」について，２チームがタ
ーゲットから外すべきと明言した。長い平均通勤時間に対し，現状の 20時閉館は対応不
能，情報の入手手段についても会社や都内の同種サービス（ビジネス支援図書館や民間
データバンク）で充足しているため，浦和駅から徒歩７分の当館にわざわざ通う必要性
を認めない。おそらく調査者自身多くがこの層に属し，実感を伴った判断であろう。図
書館にとって厳しい評価であるが，現実的な判断として受け止めざるを得ない。 
 一方，県内中小企業については，埼玉県の政策（全国一の中小・ベンチャー企業県を
めざす），インキュベーション施設が多く，自己啓発の意欲が高い県民動向といった分析
から，起業家や，中小企業の経営者を，多くのグループがメインターゲットに挙げてい
た。 
 もう一つの焦点「ビジネスパーソンの情報行動」については，間接的にではあるが，
院生の「ビジネスシミュレーション」の調査から発表に至るプロセスを拝見することで，
得るものが多かった。公的統計が説得の要素として戦略的に使用され，インタビュー調
査や観察が仮説を変えていく，スピード感ある現場の様子を垣間見られたように思う。
現職者でありかつ意欲的なビジネスクリエーター集団である院生に接して，今回インタ
ビューの機会があれば，検証が確実となったかと惜しまれる。 
② 「ブランディング」に対して 
 コミニュティビジネスと図書館との親和性の高さをあげるグループがあった。社会的
意義は高いが，未定着のコミニュティビジネスを支援し，行政間の連携のハブとして，
図書館も間接的に課題解決するイメージである。具体化へのステップは未完だが，地域
と歩む図書館のイメージを伝えやすいのではないだろうか。 
 また，ネーミングへの配慮は各チームに共通して特徴的である。「もやもやニーズ」「も
や１」「コバトンレポート」（中小企業に必要性が高い方法をドキュメントで発信する）
「Ｌコンシェルサービス」（中小企業へのアウトバウンド型レファレンス）等。一方図書
館業務は，サービス窓口であっても顧客志向ではない名称，（例えば「遠隔地返却サービ
ス」－返却は地元市町村立図書館の窓口で受付可）が多いことに気付かされる。 
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③ 「連携」に対して 
 連携対象として，中小企業の経営者と日常的な接点を持つ機関や金融機関，中小企業
診断士・税理士をあげたチームがあった。さらに同チームは，具体的に埼玉県産業振興
公社の経営支援部，既に連携を開始した創業ベンチャー支援センターに出張所を設け，
司書が同席するアドバイスを提案した。この点については，既に当館でも着手し，相談
員との連携をより深め，直接レファレンスを紹介してもらうようになった。 
⑤ 「新しい評価モデル」に対して 
 数値目標としては「産業振興公社」との連携で生じた情報提供数と利用者数，情報提
供事例のうち新規事業・起業した数，質的調査としては「サービス利用者の満足度調査」
に言及したチームがあった。通常のビジネスプランの成果は端的に利潤に現れるが，今
回の題材は公共事業であるため，経営的視点からの提案への期待も含めて設定した課題
だったが，横断的総合的な判断を要するため，やはり難しいようである。県立図書館と
して，長期的なビジネス支援サービス計画に，時宜に応じた振り返りに，不可欠な要素
である。今後も知見を深め，研究課題としていきたい。 
 なお，「④ 県域の図書館におけるビジネス支援モデルの展開」の該当案はなく，県立図
書館の後方支援型，間接的地域支援の役割が認知され難い点を再認識することとなった。
市立図書館と競合しない県立図書館像の説明が不足したものと思われる。 
 
６．プロジェクトから学んだビジネス支援のこれから 
 あらためて今回，外部からの視点に気付かされたのは，組織体の中の図書館を意識化す
ることである。埼玉県全体のグランドデザインから新しい図書館の価値とあり方を再定義
し，県民への説明手法に，マーケティングの定石 PESTEL，３C，SWOT 分析等のマクロ環
境分析手法が，図書館にも適用可能で有効なことを，各プランが示唆された。また，同じ
手法によっても各プランの解は異なったことは，図書館職員が各々に分析を行い，県のグ
ランドデザインを意識することに，大きな意義があると考える。 
 いくつかのプランに特徴的な解決策に「提案型レファレンス」がある。質問者の探究ゴ
ールを共有した上で，溢れる情報の中から情報を評価・選択して提供する，検索エンジン
を超えるサービスを意図すると筆者は受け取った。それには，より主題に専門特化した司
書の調査能力のブラッシュアップが求められる。資料を知悉する一方で，実際のレファレ
ンス経験の蓄積が磨くものである。利用増をめざして，この３月末に小冊子『埼玉県立図
書館をビジネスの力に―仕事に役立つリサーチガイド』を作成した。図書館サービスと司
書の力を知って頂くため「ビジネス支援サービスの名刺」をめざした広報ツールである。 
 製作の背景には本プロジェクトを通じて学んだ「専門性の壁にとじこまらず，図書館外
の人にわかりやすく図書館サービスの本質を可視化すること」が大きく影響したことを申
し添えて，プロジェクトに関わられた方々への御礼に代えたい。 
 
